
証券コード　3131
平成27年６月８日

株　主　各　位
東京都中央区入船三丁目７番２号
シンデン･ハイテックス株式会社
代表取締役社長 城 下 　 保

第20回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第20回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席
くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お
手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する
賛否をご表示いただき、平成27年６月22日（月曜日）午後５時30分までに到着するようご返
送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成27年６月23日（火曜日）午前10時
２．場 所 東京都中央区日本橋茅場町三丁目２番10号

鉄鋼会館　７階　701号会議室
（昨年と開催場所を変更しております。ご来場の際には、末尾の会場ご案
内図をご参照いただき、お間違えのないようご注意願います。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第20期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）事業報告、連

結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告
の件

２．第20期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）計算書類報告
の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役１名選任の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいます
ようお願い申しあげます。
　なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、
修 正 後 の 事 項 を イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト （ ア ド レ ス 　
http://www.shinden.co.jp/）に掲載させていただきます。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

(平成26年４月 １ 日から
平成27年３月31日まで )

１．企業集団の現況
⑴事業の状況

①　事業の経過及びその成果
　当連結会計年度における世界経済は、原油価格の下落によりインフレ率が低下しつつ
も物価が安定し景気拡大が続いている米国経済が、世界を牽引しつつあります。しかし、
欧州経済は、ＥＣ域内の国家財政の破綻問題を抱え低迷が続いており、欧州への最大の
輸出国である中国は、経済の急成長がもたらした歪の調整が進まず、不動産バブルの恐
れや過剰なインフラ投資の反作用により景気の低迷が続いており、総じて回復感に欠け
ております。
　日本経済につきましては、消費税増税後の消費需要への影響があったものの、政府に
よる円安方向の為替政策を背景に輸出環境が改善し国内需要が改善しつつあります。特
に自動車を中心とした輸出産業が拡大基調にあり、全体として緩やかな景気回復過程に
あります。
　当社グループが属するエレクトロニクス業界におきましては、安価な原油価格が円安
に伴う原油価格の高騰を相殺するとともに、海外における製造部門の国内回帰が模索さ
れている中で、自動車業界の好調を受け車載用機器向けや情報端末向けの電子部品が堅
調でした。
　このような情勢の下、当社グループの業績は、液晶ビジネスや代理店の整理、客先移
管の遅れに伴う半導体ビジネスの利益率の低下、来期以降の利益に貢献する半導体の研
究開発費の一括計上が響き、産業用機械向けのＣＰＵや異物検出機向け電子部品の需要
が堅調であったものの、前期よりも利益率が減少しました。
　当社グループといたしましては、前期に引続き産業用の液晶ビジネスと電子機器を中
心とした高採算ビジネスに注力した結果、当連結会計年度の業績は、売上高は463億98
百万円（前年同期比20.8％増）、営業利益は５億59百万円（前年同期比30.3％減）、
経常利益は４億62百万円（前年同期比37.9％減）、当期純利益は２億68百万円（前年
同期比36.5％減）となりました。
　品目別では、液晶分野は車載用機器向けが前期に続き好調につき、売上高232億67百
万円（前年同期比8.6％増）となりました。半導体分野は、自動工作機械向けＣＰＵや
車載用機器向けドライバＩＣやメモリ、照明用ＬＥＤのビジネスが好調により、売上高
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157億19百万円（前年同期比46.0％増）となりました。電子機器分野は、前期に引続き
異物検出機が堅調に推移し、携帯基地局及び複写機向けのメモリモジュールやメモリカ
ードの受注が増加したことにより、売上高56億43百万円（前年同期比20.4％増）とな
りました。その他分野は、部材の販売により売上高17億68百万円（前年同期比17.1％
増）となりました。

品目別の概況
前連結会計年度 当連結会計年度

品目別 （自　平成25年４月 1 日
　至　平成26年３月31日）

（自　平成26年４月 1 日
　至　平成27年３月31日）

増減率
(％)

金額(千円) 構成比(％) 金額(千円) 構成比(％)

液 晶 21,425,956 55.8 23,267,087 50.1 8.6

半 導 体 10,769,729 28.1 15,719,722 33.9 46.0

電子機器 4,687,065 12.2 5,643,008 12.2 20.4

そ の 他 1,511,068 3.9 1,768,752 3.8 17.1

合 計 38,393,819 100.0 46,398,570 100.0 20.8
（注）当連結グループの事業は、半導体及び電子部品の販売事業の単一事業であるため、品目

別の販売実績を記載しております。

②　設備投資の状況
　当連結会計年度中において実施いたしました当社グループの設備投資の総額は６百万
円であります。

③　資金調達の状況
　当社グループでは、必要運転資金の多くを金融機関よりの借入金で賄っておりますが、
当連結会計年度中に借入以外で資金調達したものは、無担保普通社債の発行による300
百万円及び公募増資による299百万円となります。

④　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　該当事項はありません。
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⑤　他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

⑥　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　該当事項はありません。
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⑵　企業集団の財産及び損益の状況

区 分 第 18 期
(平成25年３月期)

第 19 期
(平成26年３月期)

第 20 期
(当連結会計年度)
(平成27年３月期)

売 上 高 (千円) 31,758,547 38,393,819 46,398,570

経 常 利 益 (千円) 326,762 744,576 462,187

当 期 純 利 益 (千円) 180,195 422,138 268,032

１株当たり当期純利益 (円) 224.96 527.01 333.69

総 資 産 (千円) 12,014,592 13,754,944 21,058,187

純 資 産 (千円) 2,604,196 3,054,376 3,634,379

１ 株 当 た り 純 資 産 (円) 3,242.56 3,803.42 3,941.08

（注）１．当社では、第18期より連結計算書類を作成しております。
２．当社は、平成24年９月４日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行っており

ます。第18期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり当期純利益
及び１株当たり純資産を算定しております。

⑶　重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社の状況
　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

Shinden Hong Kong 
Limited 2,000千香港ドル 100.0％ 電子部品販売

Shinden Trading
(Shanghai)Co., Ltd. 200千米ドル 100.0％ 電子部品販売
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⑷　対処すべき課題
　当社グループが属しておりますエレクトロニクス業界は、技術革新、企業再編、需給変
動等の状況が恒常的に変化しております。安定的な収益を確保するためには、これらの変
化に迅速に対応していくことが重要であると当社グループは考え、特に下記の３点を重点
課題として取り組んでおります。

①既存顧客との取引基盤の強化
　顧客及び仕入先との関係強化が当社グループの重点課題であると認識しております。
商社機能として求められる調達力、並びに納期・環境・品質等のサプライチェーンマネ
ジメント（注１）対応力を強化することにより顧客満足度の向上を図り、販売拡大に努
めて参ります。また、顧客動向を仕入先に正確かつ迅速に伝えることにより構築した仕
入先との信頼関係を基に、機動的なサービスを提供して参ります。

②新規商材の発掘
　技術革新が頻繁に行われるエレクトロニクス業界においては、当社グループが提供す
る商材の陳腐化を避けるため、顧客ニーズを的確に捉えた最先端の商材を常に取り揃え
ることが重要であると考えております。エレクトロニクス業界での経験豊富な当社グル
ープ役職員のノウハウ・人脈を活かし、技術及び価格等において競争力のある新規仕入
先を既存の事業領域から発掘することはもとより、当社グループが属するエレクトロニ
クス業界の周辺業界領域まで範囲を広げ、競争力のある新規商材を発掘し取り扱ってい
くこと等により、販売拡大に努めて参ります。

③資金調達の多様化及び財務体質の強化
　当社グループは、事業のための運転資金を借入金を中心として調達しております。現
状、取引金融機関との関係は安定的に推移しており、当社グループに対する融資方針に
も特段の変化はないものと考えております。当社グループの業容拡大に対応した資金調
達は、重点課題の一つであると認識しております。その為、今後とも金融機関からの借
入金により事業資金を調達するほか、新株発行・シンジケートローン・社債発行等、資
金調達の多様化を図るとともに財務体質の強化に努めて参ります。

注１．サプライチェーンマネジメント：製造業や流通業において、原材料や部品の調達か
ら製造、流通、販売という、生産から最終需要（消費）にいたる商品供給の流れを
「供給の鎖」（サプライチェーン）ととらえ、それに参加する部門・企業の間で情
報を相互に共有・管理することで、ビジネスプロセスの全体最適(ビジネスプロセス
全体の効率化及び最適化)を目指す戦略的な経営手法、もしくはそのための情報シス
テムをいいます。
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⑸　主要な事業内容（平成27年３月31日現在）
　当社グループは、当社、海外子会社６社により構成されており、液晶、半導体、電子機
器の仕入及び販売を主たる業務としております。
　当社は、国内電子機器メーカを主な顧客としております。海外子会社は、それぞれの地
域で主に日系企業に販売しております。
　当社グループの当該事業に係る主な取扱商品及び位置付けは、次のとおりであります。

①液晶商品
　主に韓国の液晶メーカより仕入れた液晶モジュールを顧客へ販売しております。

②半導体商品
ａ．　メモリ（注）１：メモリには、パソコンの主記憶装置として多く使われ、また多

くのデジタル家電製品に使われるＤＲＡＭ、デジタルカメラ画像保存用デバイスや
音楽プレーヤに欠かせないＮＡＮＤフラッシュメモリ等、多様な種類の商品があり
ます。
当社は、主に韓国のメモリメーカより仕入れた商品を顧客へ販売しております。当
該商品は、コピー、プリンタ、デジタルカメラ、ＡＶ機器等に使用されております。

ｂ．　ＣＰＵ（注）２、ＡＳＳＰ（注）３、ＡＳＩＣ（注）４：ＣＰＵについては、パ
ソコンで多く使われている商品ですが、当社は米国メーカより仕入れ、パソコン用
途以外の顧客向けに販売しております。
また、ＡＳＳＰ、ＡＳＩＣについては、米国、韓国メーカより仕入れ、国内顧客へ
販売しております。

ｃ．　ファンドリ（注）５：当社は、顧客からの半導体の設計データを受け、その要求
を満たすことのできる、韓国・米国の半導体メーカに製造依頼し、完成品を依頼元
の顧客へ販売しております。

　（注）１．メモリ：データやプログラムを記憶する半導体記憶装置
２．ＣＰＵ（Central Processing Unit）：コンピュータなどにおいて中心的な処理

装置として働く電子回路のこと。中央処理装置や中央演算処理装置などと訳され
る。

３．ＡＳＳＰ（Application Specific Standard Product）：ある特定用途（アプリ
ケーション）に向けて開発された汎用ＩＣです。

４．ＡＳＩＣ（Application Specific Integrated Circuit）：ある特定用途、顧客向
けに開発されたカスタムＩＣです。

５．ファンドリ：顧客から設計データを受け取り、その設計に沿って、半導体メーカ
が半導体ウェハを製造することです。
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③電子機器商品
　国内、台湾メモリモジュールメーカより仕入れたメモリモジュールを顧客へ販売して
おります。また、国内メーカの検査装置モジュールを顧客へ販売しております。

品目 用途 取扱会社
液晶 液 晶 モ ジ

ュール
カーナビ
プリンタ
ＰＣ（デスク・ノート）

当社
Shinden Hong Kong Limited

半導体 メモリ ＴＶ
コピー／ＦＡＸ
デジカメ
プリンタ
カーオーディオ

当社
Shinden Hong Kong Limited
Shinden Hightex Korea Corporation
Shinden Korea Techno Co., Ltd.
Shinden Singapore Pte. Ltd.
Shinden Trading (Shanghai) Co., Ltd.
Shinden (Thailand) Co., Ltd.

ＡＳＳＰ デジカメ
オーディオ
ＴＶ
移動体通信

当社
Shinden Hong Kong Limited

ＡＳＩＣ ＴＶ
コピー／ＦＡＸ
プリンタ
工作機械

当社
Shinden Singapore Pte. Ltd.

ＣＰＵ 工作機械
ＯＡ機器
コピー／ＦＡＸ

当社
Shinden Singapore Pte. Ltd.
Shinden Trading (Shanghai) Co., Ltd.

フ ァ ン ド
リ

移動体通信
ＴＶ
カーオーディオ

当社
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品目 用途 取扱会社
電 子 機
器

メモリモジュール ＰＣ（デスク・ノート）
コピー／ＦＡＸ
メモリモジュール部材

当社
Shinden Hong Kong 
Limited
S h i n d e n  K o r e a  
Techno Co.,Ltd.
S h i n d e n  T r a d i n g  
(Shanghai) Co., Ltd.

指紋センサーモジュール ＰＣ（デスク・ノート） 当社
検査装置モジュール 計測機器 当社

その他 その他 半導体・液晶用部材
その他

当社
S h i n d e n  T r a d i n g  
(Shanghai) Co., Ltd.
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⑹　企業集団の主要拠点（平成27年３月31日現在）
①　当社

本 社 東京都中央区

営 業 部 静岡営業部（静岡県駿東郡長泉町）、大阪営業部（大阪府大阪市）

営 業 所 仙台営業所（宮城県仙台市）、熊谷営業所（埼玉県熊谷市）、
名古屋営業所（愛知県名古屋市）

②　子会社
Shinden Hong Kong 
Limited 本社（中華人民共和国香港特別行政区）

Shinden Hightex Korea 
Corporation 本社（大韓民国ソウル特別市）

Shinden Korea Techno 
Co., Ltd. 本社（大韓民国ソウル特別市）

Shinden Singapore 
Pte.Ltd. 本社（シンガポール共和国）

Shinden Trading
(shanghai)Co.,Ltd. 本社（中華人民共和国上海市）

Shinden(Thailand)
Co.,Ltd. 本社（タイ王国バンコク市）
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⑺　使用人の状況（平成27年３月31日現在）
①　企業集団の使用人の状況
区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

日 本 115（33）名 11名増（7名増）

海 外 17  （2） 1名減（0名増）

合 計 132（35） 10名増（7名増）

（注）１．使用人数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社　
グループへの出向者を含む。）であり、臨時雇用者数（嘱託社員、契約社員、パート及び派遣
社員を含む、は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２．使用人の算出において、連結子会社（海外）については、平成26年12月31日現在の使用人数
を用いております。

②　当社の使用人の状況
使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

115（33）名 11名増（7名増） 47.6歳 7.6年

（注）使用人数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、
臨時雇用者数（嘱託社員、契約社員、パート及び派遣社員を含む、は（　）内に、年間の平均人員
を外数で記載しております。
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⑻　主要な借入先の状況（平成27年３月31日現在）
借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 り そ な 銀 行 1,904百万円
株 式 会 社 横 浜 銀 行 1,759百万円
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,697百万円
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,697百万円
株 式 会 社 あ お ぞ ら 銀 行 1,201百万円
三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 1,158百万円

（注）１．当社は運転資金の安定的かつ効率的な調達を行うため、取引金融機関と以下の借入
契約を締結しております。
①株式会社りそな銀行と借入極度額15百万米ドルの外貨建コミットメントライン

契約
②株式会社みずほ銀行と借入極度額７百万米ドルの外貨建貸付契約
③株式会社北陸銀行と借入極度額500百万円の当座貸越契約

２．当該契約に基づく当連結会計年度末日の借入実行残高は、株式会社りそな銀行９百
万米ドル、株式会社北陸銀行200百万円であります。

３．仕入先に対する支払債務保証として、株式会社みずほ銀行他３行からなるシンジケ
ートによる協調支払承諾1,000百万円の契約を締結しております。

⑼　その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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２．会社の現況
⑴　株式の状況（平成27年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 3,200,000株
②　発行済株式の総数 919,900株
③　株主数 576名
④　大株主（上位10名）
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

貝 塚 　 進 101,400　株 11.0％

シ ン デ ン ハ イ テ ッ ク ス 社 員 持 株 会 86,700 9.4

城 下 　 保 70,400 7.7

河 合 　 優 42,000 4.6
ＮＩＦＳＭＢＣ－Ｖ２００６Ｓ３投資事業
有 限 責 任 組 合 41,000 4.5

ジャフコＶ２共有投資事業有限責任組合 39,500 4.3

Ｇ Ｒ － Ｓ Ｈ 投 資 事 業 組 合 24,000 2.6

エ ス デ ィ ー エ ス 投 資 事 業 組 合 23,700 2.6

日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 21,700 2.4

齋 藤 敏 積 16,600 1.8

（注）平成27年３月24日を払込期日とする公募増資及び平成27年３月31日を払込期日とす
る第三者割当増資を実施しております。これにより発行済み株式の総数は、118,900株
増加して、919,900株となっております。
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⑵　新株予約権等の状況
①　当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された

新株予約権の状況
第 １ 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 平成23年４月19日

新 株 予 約 権 の 数 30個

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 3,000株
(新株予約権１個につき100株)

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 4,000円

新 株 予 約 権 の 行 使 に 際 し て
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり
400,000円

(１株当たり 4,000円)

権 利 行 使 期 間 平成25年７月１日から
平成32年６月30日まで

行 使 の 条 件 （注）１

役 員 の
保有状況

取 締 役
（社外取締役を除く）

新株予約権の数 30個
目的となる株式数 3,000株
保有者数 6名

社 外 取 締 役
新株予約権の数 ー個
目的となる株式数 ー株
保有者数 ー名

監 査 役
新株予約権の数 ー個
目的となる株式数 ー株
保有者数 ー名

（注）１．新株予約権者は、新株予約権の行使時においても、当社または当社の子会社（財務諸表等
の用語、様式及び作成方法に関する規則第8条第3項に規定するものをいう。）の取締役、
監査役、または使用人の地位にあることを要する。ただし、任期満了による退任その他こ
れに準ずる正当な理由ある場合はこの限りでない。

２．新株予約権の譲渡、質入れ（担保設定その他の処分を含む）、及び相続はこれを認めない。
３．新株予約権の一部行使はこれを認めない。
４．その他の新株予約権の行使については、本新株予約権の発行にかかる株主総会及び取締役

会決議に基づき当会社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定める
ところによる。
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②　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
　該当事項はありません。

③　その他新株予約権に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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⑶　会社役員の状況
①　取締役及び監査役の状況（平成27年３月31日現在）
会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 城 下 　 保

常 務 取 締 役 鈴 木 　 淳

取 締 役 齋 藤 敏 積 管理本部長

取 締 役 富 澤 　 彰 特別営業本部長

取 締 役 赤 澤 耕 治 東日本営業本部長

取 締 役 西 本 順 一 西日本営業本部長

取 締 役 内 藤 義 之 販売推進企画本部長

常 勤 監 査 役 若 島 勝 義

監 査 役 佐 藤 裕 一

公認会計士佐藤裕一事務所　代表
エイベックス・グループ・ホール
ディングス株式会社　社外取締役
株式会社シモジマ　　社外監査役
株式会社東葛ホールディングス
　　　　　　　　　　社外監査役

監 査 役 久 田 　 仁

（注）１．監査役佐藤裕一氏及び監査役久田仁氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役でありま
す。

２．両社外監査役と当社の間には、利害関係は存在せず、社外監査役としての職務が適切に遂行で
きるものと判断しております。

３．社外監査役佐藤裕一氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の
知見を有しております。また、社外監査役久田仁氏は、長年にわたり上場企業他社の役員を歴
任しており相当程度の知見を有しております。

４．当社は、監査役佐藤裕一氏及び監査役久田仁氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員とし
て指定し、同取引所に届け出ております。
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②　取締役及び監査役の報酬等
イ．当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 員 数 報 酬 等 の 額

取 締 役
（ う 　 ち 　 社 　 外 　 取 　 締 　 役 ）

7名
（ー）

39百万円
（ー）

監 査 役
（ う 　 ち 　 社 　 外 　 監 　 査 　 役 ）

3
（2）

15
（7）

合 計
（ う 　 ち 　 社 　 外 　 役 　 員 ）

10
（2）

54
（7）

（注）１．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２．取締役の報酬限度額は、平成８年５月30日開催の第１回定時株主総会において、年額200百万

円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。
３．監査役の報酬限度額は、平成８年５月30日開催の第１回定時株主総会において、年額50百万円

以内と決議いただいております。
ロ．当事業年度に支払った役員退職慰労金

　該当事項はありません。
ハ．社外役員が親会社又は子会社等から受けた役員報酬等の総額

　該当事項はありません。

③　社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・監査役佐藤裕一氏は、公認会計士佐藤裕一事務所代表、エイベックス・グルー
プ・ホールディングス株式会社　社外取締役、株式会社シモジマ　社外監査役及
び株式会社東葛ホールディングス　社外監査役であります。当社と兼職先との間
には特別の関係はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況
出 席 状 況 及 び 発 言 状 況

監査役 佐 藤 裕 一
当事業年度に開催された取締役会22回のうち19回、監査役会15回
のうち15回に出席いたしました。出席した取締役会及び監査役会
において、主に財務・会計等に関し、公認会計士としての専門的見
地から議案審議等に必要な発言を、適宜行っております。

監査役 久 田 　 仁
当事業年度に開催された取締役会22回のうち20回、監査役会15回
のうち15回に出席いたしました。出席した取締役会及び監査役会
において、商社での経営者の豊富な経験・見識を活かし、議案審議
等に必要な発言を、適宜行っております。
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ハ．責任限定契約の内容の概要
　当社と各社外監査役は、会社法第423条第１項規定の損害賠償責任を限定する契約
は締結しておりません。

ニ．社外取締役を置くことが相当でない理由
　当社は、当事業年度末日現在において社外取締役を選任しておりません。
　経営の意思決定機能と業務執行を管理監督する取締役会に社外監査役２名が出席し、
経営監視に努めております。
　当社はコーポレート・ガバナンスにおいて、外部からの客観的かつ中立的な経営監
視の機能が重要であると考えており、各方面で豊富な経験と高度な専門知識、幅広い
見識を有している監査役の３分の２を社外監査役とすることで外部からの経営監視が
機能する体制を構築してまいりました。
　さらに、コーポレート・ガバナンスの一層の強化を図り、企業価値や経営の透明性
をさらに向上させることを目的として、株主総会参考書類　第２号議案におきまして
社外取締役１名の選任議案を上程させていただいております。

－ 18 －



⑷　会計監査人の状況
①　名称　　　　　　　　　　東陽監査法人

②　報酬等の額
報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 24,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上
の利益の合計額 24,000千円

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査
の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会
計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

③　非監査業務の内容
　当社は会計監査人に対して、コンフォートレター作成業務についての報酬を支払って
おります。

④　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　当社は、会社法第340条第１項各号に定める監査役全員の同意による会計監査人の解
任のほか、原則として、会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認められる場
合は、会計監査人の解任又は不再任に関する議案を株主総会に提案することといたしま
すが、その議案の内容は監査役会が決定いたします。

⑤　責任限定契約の内容の概要
　当社と会計監査人東陽監査法人は、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する
契約を締結しておりません。

⑸　業務の適正を確保するための体制
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の
業務の適正を確保するための体制について、平成26年２月14日取締役会において決定し
た事項は以下のとおりであります。
（１）取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

①当社は、当社グループの適正且つ健全な経営を実現するべく、取締役・使用人
が国内外の法令、社内規程、社会規範・倫理等のルールを遵守した行動をとる
ためのコンプライアンス体制を確立する。
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②この徹底を図るため、CSR委員会を設ける。同委員会は社長を責任者とし、管
理本部総務部に事務局を置く。委員を当社各本部に配置する。

③同委員会は役職者に対する教育及び啓発に取り組むと供に、通報窓口を事務局
に設置する他、外部の専門機関に直接通報できる体制もとる。また、モニタリ
ングを内部監査室が担当し実効性を高める。

④これらの活動は、同委員会より必要に応じて、取締役会及び監査役会に報告す
る。

（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
①当社は文書管理規程を定め、これにより次の各号に定める文書（電磁的記録を

含む。以下、同じ）を関連資料とともに保存する。保管責任者は総務部統括責
任者とする。

イ．株主総会議事録
ロ．取締役会議事録
ハ．稟議書
ニ．官公庁に提出した書類の写し
ホ．その他文書管理規程に定める文書

②前項各号に定める文書の保存期間は文書管理規程に定め、取締役または監査役
から閲覧の要請があった場合、本社において速やかに閲覧が可能である。

③第1項の文書管理規程の改訂は、取締役会の承認を得るものとする。
④内部監査室は、保管責任者と連携の上、文書等の保存及び管理状況を監査する。
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（３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①当社グループの持続的な発展を可能とするため、想定される企業リスクに迅速

且つ適切に対応するリスク管理体制を、CSR委員会を核として、次のとおり構
築する。

②同委員会は、当社グループにおける想定リスクを基に危機管理規程の制定及び
具体的な方法を示したマニュアルの作成を行う。その上で、社内での周知徹底
を図り、その実効性を高めるものとする。

③同委員会は、配置した委員と連携を図り、日常的なリスク監視に努めると共に
新たな想定リスクへの対応方法を整備する。

④内部監査室は、同委員会と連携の上、リスク管理体制に対する監査を行い、そ
の結果を取締役会及び監査役会に必要に応じて報告する。

（４）取締役の職務の執行が効率的に行なわれることを確保するための体制
当社は、以下の経営システムを用いて、取締役の職務執行の効率化を図っている。
①取締役及び社員が共有する全社的な目標を定め、この浸透を図るとともに、こ

の目的に基づく３事業年度を期間とする「中期経営計画」を策定する。
②取締役会は、中期経営計画を具体化するため、中期経営計画に基づき、毎期、

事業部門の業績目標を年度予算として設定する。
③目標達成の進捗状況管理は、取締役・本部長及び統括責任者を構成員とする予

算会議並びに取締役会による月次実績のレビューを行い、必要な審議または決
定を諸規程に基づき行う。

④取締役は、委任された事項について、組織規程及び職務権限規程の一定の意思
決定ルールに基づき業務執行する。また、取締役会は業務執行の効率化のため、
随時、必要な決定を行うものとする。

⑤内部監査室は、当社グループの経営方針に基づいた運営及び管理状況を監査す
る。

（５）株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保
するための体制
①当社は関係会社管理規程を設けており、その実行により子会社の業務の適正を

確保している。主な内容は以下の通りである。
イ．一定の事項につき、子会社の立案に基づき、当社の管理本部長ならびに

その他当該事項を分掌する本部の本部長の審査を経た後、当社の取締役
会が承認決定すること。
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ロ．一定の事項につき、子会社の社長は速やかに当社の社長に報告しなけれ
ばならないこと。

ハ．主管部署を管理本部総務部と定めており、子会社の事業全般を統轄する
こと。

ニ．必要に応じて子会社の内部監査を実施すること。
②また、子会社への定期的な業績管理の一環として、当社取締役会にて予算実績

の差異報告並びに業務報告を実施している。

（６）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人
に関する体制
①監査役の職務を補助すべき使用人として、内部監査室があたる。
②内部監査室は、監査役会から要望された事項の情報収集及び調査を監査役会の

指揮・命令に従い行い、その結果を監査役会に報告する。
③内部監査室所属の使用人の任命、異動、人事考課、賞罰については、監査役会

の意見を尊重した上で行うものとし、当該使用人の取締役からの独立性を確保
するものとする。

（７）前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項
内部監査室長の人選にあたっては、代表取締役は監査役の意見を尊重する。

（８）取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関す
る体制
①当社は常勤監査役が取締役会等重要な会議に出席しており、適宜監査役からの

質疑を実施可能な体制を取っている。
②監査役から報告要請があれば、担当部署が迅速に対応することとなっており、

監査役はその権限に基づき､円滑な活動が可能である。
③取締役及び使用人は、法定の事項、当社及び当社グループに重大な影響を及ぼ

すおそれのある事項並びに内部監査の実施状況等を監査役会に報告する。

（９）その他監査役の監査が実効的に行なわれることを確保するための体制
監査役は、代表取締役をはじめ、他の取締役及び各使用人から、適宜個別のヒア
リングや意見交換を実施することができる。
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（10）反社会的勢力排除に向けた体制
①当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体には、社

長以下、組織全体として毅然とした態度で臨み、不当要求に対しては断固とし
て対決し、関係遮断を徹底することを、「企業行動憲章」に定め、当社及び当
社グループに周知徹底する。

②反社会的勢力に対する対応統括部署は管理本部総務部とし、平素より警察など
外部関係機関との連携を緊密に保ち情報収集に努めるとともに、事案の発生時
には迅速に対応できる体制を構築する。

（注）当社は、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
その他会社の業務の適正を確保するための体制について、平成27年４月16日開催
取締役会において、一部改訂のうえ再決議をしております。

　本事業報告中の記載金額については、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成27年３月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資  産  の  部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

た な 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

器 具 及 び 備 品

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

差 入 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

20,827,121

3,411,249

11,223,044

4,796,706

55,833

1,340,389

△101

231,065

17,975

6,892

11,082

8,531

204,558

160,422

23,962

20,173

（ 負  債  の  部 ）
流 動 負 債 13,618,901

買 掛 金 3,837,793
短 期 借 入 金 6,305,013
１年内返済予定長期借入金 2,814,666
１ 年 内 償 還 予 定 社 債 332,500
未 払 法 人 税 等 47,027
賞 与 引 当 金 53,796
そ の 他 228,105

固 定 負 債 3,804,906
社 債 365,000
長 期 借 入 金 3,394,541
退 職 給 付 に 係 る 負 債 13,628
そ の 他 31,736

負 債 合 計 17,423,807
（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 3,558,912
資 本 金 991,736
資 本 剰 余 金 672,236
利 益 剰 余 金 1,894,939

その他の包括利益累計額 66,482
その他有価証券評価差額金 9
為 替 換 算 調 整 勘 定 66,473

少 数 株 主 持 分 8,984
純 資 産 合 計 3,634,379

資 産 合 計 21,058,187 負 債 及 び 純 資 産 合 計 21,058,187
（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(自　平成26年 4 月 1 日
至　平成27年 3 月31日)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 46,398,570
売 上 原 価 43,737,199

売 上 総 利 益 2,661,371

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,102,306

営 業 利 益 559,064

営 業 外 収 益 120,736

受 取 利 息 及 び 配 当 金 2,173

そ の 他 営 業 外 収 益 118,562

営 業 外 費 用 217,612

支 払 利 息 118,561

そ の 他 営 業 外 費 用 99,051

経 常 利 益 462,187

特 別 損 失 3,988
関 係 会 社 清 算 損 3,988

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 458,199

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 192,816

法 人 税 等 調 整 額 △3,418 189,398

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 268,800

少 数 株 主 利 益 768

当 期 純 利 益 268,032

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(自　平成26年 4 月 1 日
至　平成27年 3 月31日)

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 株 主 資 本 合 計

当 期 首 残 高 841,875 522,375 1,674,967 3,039,217

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

新 株 の 発 行 149,861 149,861 299,723

剰 余 金 の 配 当 △48,060 △48,060

当 期 純 利 益 268,032 268,032

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 連 結
会 計 年 度 中 の 変 動 額 （ 純 額 ）

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 合 計 149,861 149,861 219,972 519,695

当 期 末 残 高 991,736 672,236 1,894,939 3,558,912

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

少数株主持分 純資産合計その他有価証
券評価差額金

為替換算
調整勘定

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当 期 首 残 高 19 7,305 7,325 7,833 3,054,376

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

新 株 の 発 行 299,723

剰 余 金 の 配 当 △48,060

当 期 純 利 益 268,032

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 連 結
会 計 年 度 中 の 変 動 額 （ 純 額 ） △10 59,167 59,157 1,150 60,308

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 合 計 △10 59,167 59,157 1,150 580,003

当 期 末 残 高 9 66,473 66,482 8,984 3,634,379

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

⑴　連結の範囲に関する事項
連結子会社の状況
連結子会社の数　　　　　　　　６社
連結子会社の名称　　　　　　　Shinden Hong Kong Limited

Shinden Hightex Korea Corporation
Shinden Korea Techno Co., Ltd.
Shinden Singapore Pte. Ltd.
Shinden Trading (Shanghai) Co., Ltd.
Shinden (Thailand) Co., Ltd.

Shinden U.S.A. INC.は清算したため、連結の範囲から除外しております。
⑵　連結子会社の決算日等に関する事項

連結子会社の決算日は、12月末日であります。
連結計算書類の作成に当たっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要
な取引については、連結上必要な調整を行っております。

⑶　会計処理基準に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券
その他有価証券

時価のあるもの……………連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産
直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの……………移動平均法による原価法
ロ．たな卸資産

主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法により算定）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）

当社は定率法、連結子会社は主として定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
器具及び備品　　３～10年
その他　　　　　２～15年

ロ．無形固定資産
定額法を採用しております。ただし、ソフトウェア（自社利用分）
については、社内における利用可能期間（３～５年）に基づく定
額法によっております。

ハ．リース資産　　　　　　　　全て所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産で
あり、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を
採用しております。
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③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金　　　　　　　　売掛債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個
別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　従業員への賞与の支給に備えるため、従業員に対する賞与の支給
見込額のうち当連結会計年度に帰属する額を計上しております。

④　重要なヘッジ会計の方法
イ．ヘッジ会計の方法　　　　　金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりますの

で、特例処理を採用しております。
ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象　　ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金の利息
ハ．ヘッジ方針　　　　　　　　借入金の金利変動リスクを回避する目的に利用し、投機的な取引

は行わない方針であります。
ニ．ヘッジ有効性評価の方法　　金利スワップについて、特例処理の要件を満たしていることから、

有効性の評価を省略しております。
⑤　その他連結計算書類の作成のための重要な事項

イ．繰延資産の処理方法
株式交付費及び社債発行費は、支出時に全額費用処理しております。

ロ．退職給付に係る会計処理の方法
退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に
基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。なお、退職給付債
務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について
は、給付算定式基準によっております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生額について発生年度に費用処理することとしてお
ります。

ハ．消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．連結貸借対照表に関する注記
⑴　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。
定期預金 50,000千円

担保付債務は次のとおりであります。
短期借入金 1,141,615千円
１年内返済予定長期借入金 286,357千円
長期借入金 476,929千円
計 1,904,902千円

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 37,804千円
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３．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　当連結会計年度末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 919,900株
⑵　配当に関する事項

①　配当金支払額

決 議 株 式 の 種 類 配当金の総額
（千円）

１株当たりの
配 当 額 (円 ) 基 準 日 効 力 発 生 日

平成26年６月26日
定 時 株 主 総 会 普 通 株 式 48,060 60 平成26年３月31日 平成26年６月27日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるものにつき、次の
とおり、決議を予定しております。

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たりの
配 当 額(円 ) 基 準 日 効 力 発 生 日

平成27年６月23日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 82,791 90 平成27年３月31日 平成27年６月24日

⑶　当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的とな
る株式の種類及び数

普通株式 32,200株

４．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により
資金を調達しております。
　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っておりま
す。
　借入金の使途は主として運転資金であります。
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⑵　金融商品の時価等に関する事項
　平成27年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額
については、次のとおりであります。

（単位：千円）
連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

⑴ 現 金 及 び 預 金 3,411,249 3,411,249 －
⑵ 受 取 手 形 及 び 売 掛 金 11,223,044 11,223,044 －
⑶ 差 入 保 証 金 160,422 160,422 －
⑷ 投 資 そ の 他 の 資 産 　

（ そ の 他 ）
そ の 他 有 価 証 券 364 364 －

資 産 計 14,795,081 14,795,081 －
⑸ 買 掛 金 3,837,793 3,837,793 －
⑹ 短 期 借 入 金 6,305,013 6,305,013 －
⑺ 社　　　　　債（※） 697,500 697,502 2
⑻ 長 期 借 入 金（※） 6,209,207 6,209,678 470

負 債 計 17,049,513 17,049,987 473
（※）１年以内に期限到来予定の流動負債に含まれている社債及び長期借入金を含めております。
（注）金融商品の時価の算定方法並びにデリバティブ取引に関する事項

⑴　現金及び預金及び⑵　受取手形及び売掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ております。

⑶　差入保証金
これらは主に仕入先に対する営業保証金であり、同額以上の買掛債務があることから、当該帳簿
価額によっております。

⑷　投資その他の資産（その他）
その他有価証券の時価について、上場株式は取引所の価格によっております。

⑸　買掛金及び⑹　短期借入金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ております。

⑺　社債
当社グループの発行する社債の時価は、元利金の合計額を当該社債の残存期間を考慮し再評価し
た現在価値により算定しております。

⑻　長期借入金
長期借入金のうち、変動金利による借入は、短期間で市場金利を反映しているため、時価は帳簿
価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。固定金利による借入は、元利金の
合計額を当該借入の残存期間を考慮し再評価した現在価値により算定しております。
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デリバティブ取引
金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている借入金と一体として処理されて
いるため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記⑻参照）。

５．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 3,941円08銭
⑵　１株当たり当期純利益 333円69銭

６．その他の注記
＜追加情報＞

（法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正）
　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法
律」（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する連結
会計年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延
税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の35.6％から平成27年４月１日に開始する連結会計年
度に解消が見込まれる一時差異については33.1％に、平成28年４月１日に開始する連結会計年度以降
に解消が見込まれる一時差異については、32.3％となります。
　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は7,673千円減少
し、法人税等調整額が7,674千円、その他有価証券評価差額金が０千円、それぞれ増加しております。
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貸　借　対　照　表
（平成27年３月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資  産  の  部 ）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品
未 収 入 金
前 渡 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
器 具 及 び 備 品
リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産
電 話 加 入 権
ソ フ ト ウ エ ア

投 資 そ の 他 の 資 産
関 係 会 社 株 式
関 係 会 社 出 資 金
差 入 保 証 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

20,193,802
2,900,955

76,254
11,061,768
4,776,684

981,412
274,212
62,589
59,924

311,581
9,926
4,352
4,079
1,494
6,447
1,311
5,136

295,207
83,408
26,140

137,009
29,682
18,966

（ 負  債  の  部 ）
流 動 負 債 13,468,912

買 掛 金 3,772,701
短 期 借 入 金 6,274,876
１年内返済予定長期借入金 2,814,666
１ 年 内 償 還 予 定 社 債 332,500
未 払 法 人 税 等 32,355
未 払 費 用 145,425
賞 与 引 当 金 51,376
そ の 他 45,012

固 定 負 債 3,763,503
社 債 365,000
長 期 借 入 金 3,394,541
そ の 他 3,961

負 債 合 計 17,232,415
（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 3,272,958
資 本 金 991,736
資 本 剰 余 金 672,236

資 本 準 備 金 672,236
利 益 剰 余 金 1,608,985

利 益 準 備 金 27,881
そ の 他 利 益 剰 余 金 1,581,104

繰 越 利 益 剰 余 金 1,581,104
評 価 ・ 換 算 差 額 等 9

その他有価証券評価差額金 9
純 資 産 合 計 3,272,968

資 産 合 計 20,505,383 負 債 及 び 純 資 産 合 計 20,505,383
（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

(自　平成26年 4 月 1 日
至　平成27年 3 月31日)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 44,987,858
売 上 原 価 42,587,205

売 上 総 利 益 2,400,653

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,899,345

営 業 利 益 501,308

営 業 外 収 益 125,472

受 取 利 息 及 び 配 当 金 10,435

そ の 他 営 業 外 収 益 115,036

営 業 外 費 用 217,358

支 払 利 息 115,682

そ の 他 営 業 外 費 用 101,675

経 常 利 益 409,421

特 別 利 益 1,657
関 係 会 社 清 算 益 1,657

税 引 前 当 期 純 利 益 411,079

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 175,315

法 人 税 等 調 整 額 △4,333 170,981

当 期 純 利 益 240,097

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(自　平成26年 4 月 1 日
至　平成27年 3 月31日)

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

株主資本
合　　計資本準備金 資本剰余金

合　　　計 利益準備金

その他利益
剰　余　金 利益剰余金

合　　　計繰 越 利 益
剰　余　金

当 期 首 残 高 841,875 522,375 522,375 27,881 1,389,066 1,416,947 2,781,197

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 149,861 149,861 149,861 299,723

剰 余 金 の 配 当 △48,060 △48,060 △48,060

当 期 純 利 益 240,097 240,097 240,097

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 149,861 149,861 149,861 － 192,037 192,037 491,760

当 期 末 残 高 991,736 672,236 672,236 27,881 1,581,104 1,608,985 3,272,958

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 19 19 2,781,217

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 299,723

剰 余 金 の 配 当 △48,060

当 期 純 利 益 240,097

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ） △10 △10 △10

当 期 変 動 額 合 計 △10 △10 491,750

当 期 末 残 高 9 9 3,272,968

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券の評価基準及び評価方法

関係会社株式及び関係会社出資金………移動平均法による原価法
その他有価証券（時価のあるもの）……決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定）

その他有価証券（時価のないもの）……移動平均法による原価法
②　たな卸資産の評価基準及び評価方法

移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に
より算定）

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）………定率法
②　無形固定資産　　　　　　　　　　………定額法

　ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（３～５年）に基
づく定額法によっております。

③　リース資産
　全て所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産であり、リース期間を耐用年数と
し、残存価額を零とする定額法を採用しております。

④　長期前払費用………定額法
⑶　引当金の計上基準

①　貸倒引当金
　売掛債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金
　従業員への賞与の支給に備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰
属する額を計上しております。

⑷　重要なヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法

　金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理を採用しておりま
す。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段………金利スワップ
ヘッジ対象………借入金の利息

③　ヘッジ方針
　借入金の金利変動リスクを回避する目的に利用し、投機的な取引は行わない方針であります。
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④　ヘッジ有効性評価の方法
　金利スワップについて、特例処理の要件を満たしていることから、有効性の評価を省略しており
ます。

⑸　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①　繰延資産の処理方法

　株式交付費及び社債発行費は、支出時に全額費用として処理しております。
②　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．貸借対照表に関する注記
⑴　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は次のとおりであります。
定期預金　　50,000千円

　担保付債務は次のとおりであります。
　短期借入金 1,141,615千円
　１年内返済予定長期借入金 286,357千円
　長期借入金 476,929千円
　計 1,904,902千円

⑵　有形固定資産の減価償却累計額
22,378千円

⑶　関係会社に対する金銭債権債務
金銭債権 760,106千円
金銭債務 23,672千円

３．損益計算書に関する注記
関係会社との営業取引高及び営業取引以外の取引高
関係会社に対する売上高 3,067,999千円
関係会社からの仕入高 434,680千円
関係会社との営業取引以外の取引高（収入分） 9,138千円
関係会社との営業取引以外の取引高（支出分） 122,706千円
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４．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
繰延資産 53,657千円
未払事業税 2,954千円

　賞与引当金 17,005千円
　未払費用 2,601千円
　関係会社株式 27,278千円
　棚卸資産評価損 15,906千円
　その他 150千円
　　小計 119,555千円
　評価性引当額 △27,278千円
　　繰延税金資産合計 92,276千円
繰延税金負債

投資有価証券 △4千円
繰延税金資産の純額 92,272千円

＜法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正＞
　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法
律」（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する事業
年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金
負債の計算に使用する法定実効税率は従来の35.6％から平成27年４月１日に開始する事業年度に解消
が見込まれる一時差異については33.1％に、平成28年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込
まれる一時差異については、32.3％となります。
　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は7,831千円減少
し、法人税等調整額が7,832千円、その他有価証券評価差額金が０千円、それぞれ増加しております。

５．関連当事者との取引に関する注記
子会社等

属性 会社等の名称 住所 資本金又は出資金
事業の内容

又は職業

議決権等の所有

（被所有）割合

（％）

関係内容

取引の内容
取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）
役員の

兼務等

事業上の

関係

子会社

S h i n d e n  
S i ngapo re  
Pte. Ltd.

ｼﾝｶﾞ

ﾎﾟｰﾙ

SGD

300,000

電子部品

販売

（所有）

直接100.00
－

海外向け

当社商品

販売

海 外 向 け 当

社商品販売
407,462 売掛金 312,290

子会社

S h i n d e n  
Trading(Shan
ghai)Co.,Ltd.

中国
USD

200,000

電子部品

販売

（所有）

直接100.00
－

海外向け

当社商品

販売

海 外 向 け 当

社商品販売
821,888 売掛金 281,804

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。
２．取引条件及び取引条件の決定方針等

上記各社への当社商品の販売については、市場価格を参考に決定しております。
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６．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額

3,557円96銭
⑵　１株当たり当期純利益

298円91銭
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連結計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

平成27年５月８日
シンデン・ハイテックス株式会社

取締役会　御中
東陽監査法人

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 木 村 　 健 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 稲 野 辺 研 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 瀧 口 英 明 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、シンデン・ハイテックス株式会
社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すな
わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表につ
いて監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要
な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内
部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算
書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当
と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算
書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策
定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続
が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類
の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統
制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実
施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正
な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書
類の表示を検討することが含まれる。
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　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠して、シンデン・ハイテックス株式会社及び連結子会社からなる企業
集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適
正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき
利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

平成27年５月８日
シンデン・ハイテックス株式会社

取締役会　御中
東陽監査法人

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 木 村 　 健 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 稲 野 辺 研 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 瀧 口 英 明 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、シンデン・ハイテック
ス株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第20期事業年度の計算
書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並び
にその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は
誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するた
めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類
及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査
法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保
証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手
するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬によ
る計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用
される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ
た見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが
含まれる。
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　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当
と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の
財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき
利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告
監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第20期事業年度の取締
役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報
告書を作成し、以下の通り報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び

結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担
等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び
監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び
使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要
な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いた
しました。また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合
する事を確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なも
のとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締
役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につい
て、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必
要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、
必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度
に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。

さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監
視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必
要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われるこ
とを確保するための体制（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する
品質管理基準」(平成17年10月28日企業会計審議会)等に従って整備している旨の通知
を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類(貸借対照表、損益計算書、株主
資本等変動計算書及び個別注記表)及びその附属明細書並びに連結計算書類(連結貸借
対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表)について検討い
たしました。
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２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

一．事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示し
ているものと認めます。

二．取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大
な事実は認められません。

三．内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。
また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の
執行についても、指摘すべき事項は認められません。

　(２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人東陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果
会計監査人東陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成27年５月12日
シンデン･ハイテックス株式会社　監査役会

常 勤 監 査 役 若 島 勝 義 ㊞
社 外 監 査 役 佐 藤 裕 一 ㊞
社 外 監 査 役 久 田 　 仁 ㊞

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件
　当社は株主の皆様への利益還元を経営上の最重要課題のひとつと考え、安定配当の維持を基
本としながら、今後の事業展開等を勘案して、以下のとおり第20期の期末配当及びその他の剰
余金の処分をいたしたいと存じます。

１．期末配当に関する事項
①　配当財産の種類

　金銭といたします。
②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき金90円といたしたいと存じます。
　なお、この場合の配当総額は82,791,000円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日
　平成27年６月24日といたしたいと存じます。
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第２号議案　取締役１名選任の件
　当社は、コーポレート・ガバナンスの一層の強化を図り、企業価値や経営の透明性をさらに
向上させることを目的として、社外取締役１名の選任をお願いするものであります。
　社外取締役候補者は、次のとおりであります。

ふ り が な
氏　　　　　名
（生 年 月 日） 略歴及び重要な兼職の状況 所有する当社

の 株 式 数

お お そ ね こ う ぞ う
大 曽 根 幸 三
(昭和８年11月10日)

昭和31年 ４ 月 ミランダ・カメラ株式会社　入社

1,000株

昭和36年 ７ 月 ソニー株式会社　入社
昭和61年 １ 月 同社　オーディオ事業本部長
平成 元 年 ６ 月 同社　常務取締役
平成 ２ 年 ６ 月 同社　専務取締役
平成 ６ 年 ６ 月 同社　代表取締役副社長
平成12年 ６ 月 アイワ株式会社　代表取締役社長
平成13年 ６ 月 同社　代表取締役会長
（重要な兼職の状況）

該当事項なし
（注）１．社外取締役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．大曽根幸三氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏は、当社グループが属するエレクトロニ
クス業界における上場企業の経営経験から、当業界に精通し、経営者としての幅広い知見を有
し、その経験及び知識を活かし、業務執行を行う経営陣から独立した客観的な視点より、経営
の監督とチェック機能を果たしていただけるものと判断し、選任致しました。

３．大曽根幸三氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、独立役員と
して同取引所に届け出る予定であります。

以　上
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メ　　モ
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株主総会会場ご案内略図
東京都中央区日本橋茅場町三丁目２番10号

鉄鋼会館　７階　701号会議室
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●地下鉄 日比谷線八丁堀駅A5番出口 徒歩 ５分
日比谷線茅場町駅２番出口 徒歩 ５分
東西線茅場町駅12番出口 徒歩 ５分

●Ｊ　Ｒ 東京駅八重洲中央口 徒歩15分
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見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。


